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（２２３） Liet-Veaux, La profession d’architecte, 2éd., 1963, p. 7 et suiv., no20 et suiv. La
resposabilité des architects après l’arrêt de la Cour de Cassation du 5 avril 1965, J.C.
P.1965 1918, no5 Saint-Alary, Droit de la construction, 1977, p. 553 et suiv. 本文にお
ける以下の叙述は，専らこれらの著書と論稿によっている。

























（２２５） Liet-Veaux, op. cit., p. 29 et suiv. Saint-Alary, op. cit., p. 534 et suiv. なお職業






























（２２６） Liet-Veaux, Le nouvoeau code des devoirs professionels des architects, R.D.
I.1980, p. 224.
（２２７） Liet-Veaux, ibid.
（２２８） cf. J.C.P.197745247. なお，この法律の最後の適用規定的な条文となる１９８０
年３月２０日のデクレは，１９４１年デクレに代わる，建築士の新たな職業的義務法典を













（２２９） Gourio, Le monopole des architects, J.C.P.19802989, no11. Saint-Alary, op.









































































（２３３） Jouffa, La réforme de la profession d’architecte ou un Ordre sous tutelle, G.
P.1978 doctr., p. 455.
（２３４） Gourio, La mise sous tutelle de l’ordre des architects, J.C.P.19782921, no2.
（２３５） Gourio, Le monopole des architects, no7.
















判所によってではないとしている（Cass.civ. 1re., 24 mars 1965 J.C.P.1965
14417.
obs. Liet-Veaux）。
（２３８） Saint-Alary, op. cit., p. 558 et suiv. Liet-Veaux Le droit de construction, 7éd.,
1982, p, 224 et suiv. Malinvaud, Jestaz, Jourdin, et Tournafond, Droit de la promo-
tion immobilière, 9éd., 2015, p. 69 et suiv., no71 et 72.しかし, Larger, La coordina-
























































































（２３９） Minvielle, op. cit., p. 92, no93.
























（２４１） Minvielle, op. cit., p. 95 et suiv., no97.
（２４２） Minvielle, op. cit., p176 et suiv., no214. Paris, 9 mars 1927, confirmé par










して，これを肯定する判決が相次いで出された（Trib.civ.de Nantua, 13 avril




を主張・立証する必要があるとする。Triv.com.de Marseille, 23 fév. 1923.


















































































































































は，過失は債権者により証明されるべきである（Terré, Simler et Lequette, Droit civil,
obligations, 7éd., 1999, p. 7, no6）。
（２４８） Saint-Alary, op. cit., p. 568 et suiv. H.L. et J.Mazaeud, Leçons de droit civil, t.3
5éd, 1980, 760 et suiv.no1348. Boubli La responsabilité et l’assurance des architects ,
entrepreneurs et autres constructeurs 1979, p. 11, no19.































（２５０） Bénabent, op. cit., p. 378, no540.


























（２５２） Larger, op. cit., p. 171 et suiv. Malinvaud, Jestaz, Jourdin, et Tournafond, op.


























（２５３） Saint-Alary, op. cit., p. 547 et suiv. Soinne, La responsabilité des architects et
entrepreneurs aprè la réception des travaux, t.1, 1969, p. 36 et suiv. no16. Malinvaud,























達・就位取得（accession à la proproété）および所有権（名義）への到達







（２５４） cf. Malinvaud, Jestaz, Jourdin, et Tournafond, op. cit., p. 89 et suiv,, no89. Bou-



































































































































































（２５９） Saint-Alary, La vente d’immuebles à construire et l’obligation de garantie à rai-
son des vices de construction, J.C.P., 1968, no8 et suiv.
（２６０） Malinvaud, Jestaz, Jourdin, et Tournafond, op. cit., p. 342., no332.
（２６１） Malinvaud, Jestaz, Jourdin, et Tournafond, op. cit., p341, no331. Auby et
Périnet-Marquet, Droit de l’urbanisme et de la construction, 2éd., 1989, p. 503.,
no856.























（２６３） Dagot, La vente d’immeuble à construire, 1983, p. 54, no108. et p. 215, no389.
その理由については後述。
（２６４） Malinvaud, Jestaz, Jourdin, et Tournafond, op. cit., p. 380, no369. Dagot, op.
cit., p. 217 et suiv., no393. Auby et Périnet-Marquet, op. cit., p. 532, no897.
（２６５） Malinvaud, Jestaz, Jourdin, et Tournafond, op. cit., p. 380, no369.



































（２６７） Dagot, op. cit., p. 221, no401.
（２６８） Auby et Périnet-Marquet, op. cit., p. 532, no897.
（２６９） Malinvaud, Jestaz, Jourdin, et Tournafond, op. cit., p. 381, no370.
（２７０） Saint-Alary, op. cit., no31.
（２７１） Auby et Périnet-Marquet, op. cit., p. 533, no898. そこで住居などの「保護分
野」でなされる完成未到来状態での売買では，不動産の完成の担保またはなされた
支払の償還の担保の制度が導入されている（建設・住居法典 L．２６１―１２）―詳細は
Malinvaud, Jestaz, Jourdin, et Tournafond, op. cit., p. 432 et suiv, no434 et suiv. Pou-
marède, Les garanties financières de la promotion immobilière ― Le droit de la pro-































（２７２） Dagot, op. cit., p. 221, no402.
（２７３） Saint-Alary, op. cit., no25. Dagot, op. cit., p. 223, no406. Malinvaud, Jestaz, Jour-
























（２７４） Saint-Alary, op. cit., no28.
（２７５） Saint-Alary, ibidによると，条件付き売買のように理論化する学者もいたと指



























































（２７７） Saint-Alary, op. cit., no31.


























Jestaz, Jourdin, et Tournafond, op. cit., p. 387 et suiv., no381参照。

















































































































p. 250 et suiv., no959 et suiv. 反対 Beudant et Lerebours-pigennière par Rodière,
Cours de droit civil français, t., 2éd., 1947, p. 238 et suiv., no217 et suiv.）。
そして２０世紀半ばまでの控訴院判決も，この立場を踏襲している（Aix, 14 mars
1927 D.1930 2 163―１７９２条と２２７０条は，工事の受領から１０年の同一期間内に，建築
士と請負人の担保期間および所有権者から彼らに対し行使される可能性ある訴権の
期間を包含するものであるという。Paris, 15 déc. 1928 D.1930 2 165―１７９２条は，
不動産の強固性と工事の良好な履行の単なる検証期間であり，真の時効ではなく，
なおまたその期間の経過の後には，１７９２条の当然の帰結に過ぎない２２７０条に従って，




つとする。Poitiers, 19 déc.1951 D.1952 64.―立法者は１７９２条と２２７０条によって責任
とそれから生ずる訴権に同じ起算点と期間を規定し，それゆえ訴権の期間は，それ
が一緒にされている責任の期間を超ええないとの規定をなしているという。Paris,

















































者の下への引水のための導水管工事（Cass. civ., 28 jui 1909, D.1910 1 23.）
や，パン屋のかまどにおける丸天蓋の再建工事（Cass.req., 3 nov.1909,












事の責任を負わされた請負人を担保する義務はないとする（Cass.civ. 1re, 17 déc.
1964 J.C.P.196414021.）。
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12 nov. 1924 D.H.1924 681. Cass.req., 12 nov. 1924 G.P.1925 144.など）。
他方ではその大工事に関するものであれば，瑕疵の重大性を要求せずに
単純な不手際であっても，１０年間の大工事の担保が適用されるとしており
（Cass.Civ., 19 déc.1928, G.P.1929262, D.H.1929 66.），これらの緩和の姿




















要な部分を構成するもの」としており（Cass,req., 26 mars 1941 S.1941 1
100.）そして他方で受領にもかかわらず存続する責任の限界を，この範疇
に属する工事の範囲とし，小工事に関するものについては，受領により建
築家の責任はなくなるとの判決を下していた（Cass.civ., 22 oct. 1946, J.C.


























れる場合には責任は消滅しないとした（Cass.civ. 1re., 4 janv. 1958,





（Cass.civ. 2e., 19 mai 1958 J.C.P.195810808. et obs. Starck.―セントラル
ヒーティングの設置上の不手際について，隠れた瑕疵の要件と注文者が気
づいてすぐの訴権提起の要件充足の下で，注文者による受領はそれに関す




















慣習が存在することの証明が必要であると説いた（Planiol et Ripert par
Rouast,op. cit., p.185 et suiv. no945, p.192, no950 et note（2）. Minvielle op.





説は，Rodièreによる判例評釈であった（その前に Aubry et Rau, Cours de
droit civil français, t.4, 4éd.1871, p.527, §324. が既に提示していた理論で
（２８５） Colin et Capitant（par Morandière）, Précis de droit civil publié d’après le cours
élémentaire de droit civil français de Colin et Capitant, t.II, 9éd. 1950, p. 443 et suiv.,




Bricmont, La responsablité des architects et entrepreneurs en droit belge et en
droit français, 2éd., 1965, p. 81 et suiv. no7.も建設に関して，明示的にこの原則に対
する例外を与えたとし，その理由をやはり立法資料から引用している。そして小工
事の隠れた瑕疵について露見から短期間に訴権を提起する要件の下で，建築家の責





























人を短期間内に訴える必要があることになる（Obs.sous l’arrêt de Cass.civ.,



































すとする（Obs.sous les arrêts de Cass.Civ.1re., 4 janv.1958 et Cass.civ. 2e., 19 mai
1958 précités.）。
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稿（H.Mazeaud, La resposabilité contractuelle des entrepreneurs et la ré-
ception des travaux,, Mélange offerts à René Savatier, 1965, p.645 et
suiv.）である。この学者は，同じく１７９２条と２２７０条が建築士と請負人の建
築責任に関する一般法（それゆえそのすべての問題に通ずる法）を定めた
規定ではなく，それに関する一般法の領域の内で特に責任の期間だけを例
外的に１０年と定めたにすぎない条文であるとの見方に立ちながら，契約的
債務の性質論から建築物の受領後におけるこれらの者の一般法上の責任を
論じ，破毀院判決が舵を切った責任の「加重化」（aggravation）の方向を，
より大胆に展望している。最初に，請負人が負う，約定された工事を履行
する債務の性質について取り上げ，この債務は単なる注意と勤勉の一般的
債務（手段債務）ではなく，特定的債務（結果債務）であり，従って当事
者が到達するように了解している結果は，約定された品質を表している工
作の履行であるとの確認をなす。すると，引き渡された工作物に不手際が
あれば，請負人はそれらの不手際が彼に外的な原因（不可抗力上の出来事，
第三者の行為，被害者の過失）に帰されるとの証明をしなければ，契約責
任を免れえないはずであるが（過失の証明に関する議論の詳細は次項β参
照），工作物の受領はいかなる範囲でかかる責任を修正しうるのかと問う。
この論者によると，請負人が彼の作出したものを引き渡すのは，それで
弁済しようとしているのだから，この弁済はあらゆるそれと同様に受諾さ
れるべきであり，そしてこの受諾が工作物の受領である以上は，これによっ
て請負人は債務から解放され，原則として注文者はもはや請負人に対し不
完全な履行を理由に，特に瑕疵や不手際を理由に，訴権を行使しえないと
する。しかしこの原則は二つの例外を含み，一つは請負人が詐欺により受
領を受けたときに，合意の瑕疵の理論が適用される場合であり，もう一つ
は作出された目的物が隠れた瑕疵に冒されている場合であるという。ただ
し後者につきここで要件を緩和して，問題の瑕疵は固有にいわれる瑕疵，
即ち受領の際に注文者に知られていないものだけでなく，彼が工作物を受
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諾した時に気づいてはいたが，しかし将来においてそれらの瑕疵が生じさ
せるであろう損害までは知りえなかった欠陥もそれに同化されるべきであ
るとして，それらを広義での隠れた瑕疵と称する。そして注文者が責任を
問えるかどうかは，この広義での隠れた瑕疵に相当するのかどうかの区別
だけで決定され，それ以外に損害が重大なのか軽度なのか，損害が工作物
の主要部分にかかわっているのか従たる部分か，などの区別で責任の正否
が決められることはないとする（破毀院判例もこの見解を採るに至ってい
るとする）。加えて注文者には広義での隠れた瑕疵について，損害の現実
化の時から（より正確には注文者がその現実化を知った時から）３０年間，
賠償訴権が認められるとし，その理由として破毀院の前掲１９５８年判決が，
注文者に瑕疵の露見した時から短期間に訴権を提起するように強制する法
を，一般法のどこから得たのか説明がつかないこと，また請負人がクレー
ムに応えるのに費やす熱心さの不足，守る意図なしにする約束を知るとき
には，顧客が苛立ちを募らせて裁判に訴える決断をした日に，注文者はそ
の訴えが余りに遅いと答えられる危険もなくはないこと（前掲 Paris控訴
院１９５９年判決―前掲注２８４参照―を引用している）がいわれる。
更に，建造物あるいは大工事に１０年の期間を特別に定めていると位置付
ける，１７９２条と２２７０条について，それら条文が隠れた瑕疵と表見的な瑕疵
との区別をしていないから，小工事に適用される一般法と異なり，そのど
ちらの瑕疵にも１０年間の責任の存続という同一の規則が適用されるべきで
あると理論構成しうるし，より先に進んで両条の責任は表見的な瑕疵の場
合にだけ適用されるとの理論構成も可能だとして，その根拠を次のように
説く。すなわち，１７９２条の立法者達の意思は，受領から生ずる請負人の解
放を１０年先送りすることで，建築請負人の責任を加重化するというもので
あったとの確認から出発し，そして一般法で受領が請負人を解放するのは
表見的な瑕疵だけであるのを考えるならば，両条が対象としているのは表
見的な瑕疵だけで，隠れた瑕疵は一般法により３０年の時効に服し続けてい
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る，というのである（２８８）。
最後に，建築の発展ほどに速くは建物請負人の数と資格具備が増えない
状況や，専門的職業者が契約する保険の存在は，民法典の編纂者が建築家
の責任に与えた不十分な条文について，立法者をして請負人の責任を加重
化させるために，再び立法の作業場に戻すべきように促しているとし，そ
してその際にはこれまでの自説を採用した条文により，建物の請負人を判
例に比してもより厳格な責任―なぜなら受領は表見的な瑕疵からも彼らを
解放させないから―の例外的制度（しかし他方で請負人はかかる瑕疵につ
いて１０年の期間限定を享受する例外的制度）に服させるべきことなどが提
案されている。
ともかくも，既にこの時期の判例と通説において，２２７０条が定める責任
は，契約上の責任に外ならない点，更には同条の大工事に該当しない工事
に存する隠れた瑕疵についても，受領は建築家の責任を免除する効果をも
たない点が承認されたのであるから，一般法上の原則は受領による責任解
放ではなく，受領はそれに伴う必要な要件変更の下で，なお瑕疵について
責任を存続させるというものであるのが明確になったといえよう（ただし，
受領が一般法上の責任を存続させるとの前提に立ちつつ，民法が特別に定
める瑕疵担保責任について，それは一般法以

上

の

規律を与えるという意味
での法定責任・特別責任であると考える可能性は残されている―詳細は後
述）。
（未完）
（２８８） また実質的な根拠として，大工事にかかわる瑕疵が，軽度の損害だけを生じ
させるというのもありうるというのは事実だとしても，そのような瑕疵が小工事の
不手際よりずっと遙かにひどい諸結果をもたらしうるのも，少なからず確かである
こと，他方で不手際から生ずる諸結果の予測も，大工事が問題であるときの方が，
小工事のときよりもより困難であり，従って隠れた瑕疵と表見的な瑕疵との区別の
拒否により，損害が予測されていたのか否かの問題が対象となる多くの訴訟を回避
しうるようになること，などがいわれる。
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